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１．はじめに

　日本経営学会 90 周年記念大会においては，
今後の経営学の役割，課題について議論するに
当たって，社会との関係から組織，戦略，ガバ
ナンスの問題を取り上げることになった。経営
学は企業経営にかかわる諸問題について，常に
変化する時代の動き，求められる課題を受けて
議論を行ってきたのであるが，これまで社会と
の関係性は必ずしも正面から捉えられてきたわ
けではなかった。しかしながら，企業活動のグ
ローバル化・多様化が進み，また持続可能な発
展が求められる時代において，企業に期待され
る役割・責任は大きく変化してきた。経済と同
時に，環境・社会の問題も含め，トータルに企
業経営を捉えることが重要になっている。近年，
サスティナビリティ，CSR を組み込んだマネ
ジメントのあり方やイノベーションを考えてい
くことが，企業経営上の重要なテーマの 1 つと
なっていると同時に，この領域への研究の取り
組みも急速に拡大している。本稿では，ガバナ
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ンス問題を次の 2 点から考えていく。①従来の
コーポレート ･ ガバナンス論をステイクホルダ
ーの観点から捉え直すこと，②よりマクロの視
点からマルチ ･ ステイクホルダー ･ イニシアテ
ィブにおけるガバナンスのあり方，そこでの企
業の役割について検討すること。

２．「企業と社会」という領域の広がり

　企業と社会という領域がマネジメントの問題
として本格的に議論されるようになったのは
70 年代アメリカにおいてである。その後アメ
リカ経済・社会の変化とともに，研究も発展し
ていった。日本経営学会でも 70 年代にこの領
域に関するテーマが統一論題として取り上げら
れた。当時日本でも企業の社会的責任論はアメ
リカでの活発な議論を受けブームになったが，
学界においては専らその紹介・解釈が中心であ
り，また現場での動きはほとんど見られないま
ま，議論はオイルショック以降急速に収縮して
いった。
　90 年代前後になると，グローバル化の急速
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な進展に伴う負の側面（地球環境問題，貧困問題，
労働・人権問題など）が顕在化する中，持続可
能な発展が要請されるようになってくる。国際
的な批判や運動を受け，NGO や国際機関によ
る企業行動規範や規格づくりも活発化し，ビジ
ネスの現場でも実務的な取り組みが進んでいっ
た。後段見るように，日本企業も 2000 年代に
入って対応に迫られるようになっている。同時
に世界的に研究も広がり，学問の制度化が進ん
でいる。学問の制度化とは，新しい学問が学界
や社会から受け入れられ，1 つのパラダイムと
して成り立つことを指す。一般的に制度化のポ
イントとして，①公的 ･ 私的研究費の支出，②
専門の学会／会議の設立 ･ 開催，③専門の

journal の発行，④新科目／コース／学部／研
究所の設立，⑤新しいテキストの発行，などが
指摘される。学問の制度化が進むことによって，
新しい研究領域が確立する（学問の精度，信頼
性が高まる）と同時に，形式化する懸念も含ん
でいる。
　「企業と社会」の分野では，市場社会の構造
や企業観が変わってきたこの 20 年ほどの間，
現場における活発な動向を受け大きな進展を見
せている。例えば，CSR，Ethics，Sustainabil-
ity，Governance に関連する新しい専門 Jour-
nal や（表 1），Handbook，Dictionary，Ency-
clopedia などが発行されたり，新しい学会や研
究機関が立ち上がり，国際的な会議が頻繁に開

表 1�　CSR／ Ethics ／ Sustainability ／
Governance 関連 journal の創刊年数

出版年 Journal 数
Sustainability

（内数）
10 年単位

1960’s 1960 1 1
1970’s 1972 1 1

1980’s
1981 1

31982 1
1985 1

1990’s

1992 4

14
（4）

1993 2
1994 1 1
1995 1
1996 1 1
1997 2
1998 2 1
1999 1 1

2000’s

2000 2 1

28
（17）

2001 3
2002 1 1
2004 2
2005 6 4
2006 3 1
2007 2 2
2008 9 8

2010’s

2010 4 2
8

（3）
2011 2 1
2015 1
2016 1

Total 55 （24） 55（24）

　（注） 詳 細 は http://tanimoto-office.jp/CSR%20Journal%20List.
pdf/ 参照。
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催され，急速に研究・議論が広がっている。さ
らにその動向は，英語圏のみならず，アジアな
ど非英語圏においても活発な展開を見せてい
る。日本での研究は必ずしも活発とは言えない
が，2011 年には国際的なネットワークをもっ
た新しい学会「企業と社会フォーラム」（JFBS）
が立ち上がっている（http://j-fbs.jp）。
　研究方法についても，さまざまなディシプリ
ンから専門化した研究アプローチと同時に，問
題解決志向の視点から隣接するディシプリンを
融合し関係するステイクホルダーから知識を取
り込むトランス ･ ディシプリナリーなアプロー
チが求められている（谷本，2002；Scholz et al., 
2006；Schaltegger et al., 2013 など）。
　大学教育においては，Business and Society
という専門科目が設置されるのみならず，既存
科目やコースに CSR，Ethics，Sustainability
の概念が組み込まれ（表 2），メインストリーム
化する動きが広がっている（Smith and Lenssen, 
2010；Molthan-Hill, 2014）。
　日本においても，今後経営学におけるさまざ
まな領域：戦略，人事，マーケティング，財務，
会計，金融，ガバナンス，アントレプレナー，
企業論などにおいて，CSR，Ethics，Sustain-
ability の概念を組み込んだ研究，教育の議論を
広げていくことが期待される。

３．社会と企業のガバナンス関係

　時代とともに社会の中における企業の位置づ
けや役割が変化し，企業と社会の領域で議論さ

れるテーマは大きく広がっている。中でも企業
とステイクホルダーの関係性が変化しているこ
とは重要なテーマの 1 つである。従来 CSR と
コーポレート ･ ガバナンスは別々に捉えられ，
それぞれの領域で議論されてきた。しかしなが
ら，現実にはこの 2 つはマネジメントにおいて
密接に関係しており，研究も広がっている

（Aguilera, 2006；Buchholtz, Brown and Shabana, 
2008；Jamali, et al 2008；Maretno and Jo, 2011；
Devinney, Schwalbach and Williams, 2013）。以下
では企業とステイクホルダーの関係からガバナ
ンスの問題をみていこう。1 つは個別企業とス
テイクホルダーの関係，もう 1 つはマルチ ･ ス
テイクホルダー ･ プロセスにおける企業の位置
づけと役割について。
　まず個別企業とステイクホルダーとの関係に
ついて，AccountAbility（2005）は次のように
3 つに分類している：一方的なコミュニケーシ
ョン：trust us，双方向のコミュニケーション
／対話：show us，パートナーシップによる価
値創造：involve us。Roper（2012） は，ステイ
クホルダー ･ マネジメント，ステイクホルダー
･ エンゲージメント，パートナーシップと区分
している。そういった議論を踏まえ，本稿では
次のように整理する。①企業がコアのステイク
ホルダーを取り込む関係（ステイクホルダーの
包摂），②企業が影響力のあるステイクホルダ
ーを考慮する関係（ステイクホルダー ･ マネジメ
ント；一方的コミュニケーション），そして③企
業とステイクホルダーが対等で双方向のコミュ
ニケーションに基づく関係をつくること（ステ

表 2　�Sustainability のカリキュラムへの統合

現在の構造 新しい構造

狭いカリキュラム
（個々の科目）

第 1象限「上乗せ」
現在のコースや科目に 1 セッション
を付け加える

第 2象限「深掘り」
現在のコースに新しい科目を加える

広いカリキュラム
（全体系）

第 3象限「メインストリーム化」
現在のカリキュラム（ビジネスの関
連科目すべて）の中に組み込む

第 4象限「焦点合わせ」
異なる領域（法律，科学など）から
も関連したコースを提供する

　（出所）Molthan-Hill, ed.（2014），p.9.
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イクホルダー ･ エンゲージメント）。
　①は，企業がコアのステイクホルダーを取り
込む一方（領域化），周縁のステイクホルダー
を排除している関係である。②は，CSR 論の
台頭を受けて，ステイクホルダーの存在を考慮
したマネジメント，戦略が求められるようにな
ってきたこと（Freeman（1984）以降ステイクホ
ルダー論の台頭）。③は，近年 CSR の議論が定
着する中，ステイクホルダーとのエンゲージメ
ント（建設的な対話を行い，そこでの議論や提案
を経営活動に反映させていくこと）が求められる
ようになっていることを指す（社会的責任の規
格である 2010 年に発行した ISO26000 においても
中心的位置づけがなされている）。ステイクホル
ダーとのエンゲージメントは，直接・間接に企
業の統治プロセスに影響を与えるようになって
いる。ステイクホルダー ･ エンゲージメントの
ポイントは，表 3 のようにまとめられる。
　こういった状況において，コーポレート ･ ガ
バナンスは，株主と経営者の狭い関係における
統治メカニズムとして捉えるだけではなく，近
年組織内外におけるさまざまなステイクホルダ
ーとの関係から広く経営活動をチェックしてい
くメカニズムとして捉えることが重要視される
ようになっている（Tanimoto, 2016）。そこでの
ポイントは，CSR を踏まえたマネジメント ･
プロセス（経営計画・戦略）をトータルに統治し，
財務面と同時に非財務面からチェックすること
にある。とくに金融危機後，企業は戦略とリス
クマネジメントを強化するため，CSR とガバ
ナンスの 2 つの概念を統合する取り組みを始め

ていると指摘されている（KPMG, 2008）。
　Spitzeck and Hansen（2010）は，ステイク
ホルダー ･ ガバナンスの次元をステイクホルダ
ーの Power（タテ軸）と Scope（ヨコ軸）から，
図 1 のように捉えている。ヨーロッパ企業にお
いても過半数は対話・助言でまだ影響力は弱く，
実務レベルにとどまっており，戦略的な協働は
少ない。それも特定のステイクホルダー（顧客）
にとどまっていると指摘する。日本企業ではほ
とんどが対話・実務レベルと言え，まだまだ課
題が多い。
　ステイクホルダーとの関係を発展させる企業
の組織戦略として，Henisz（2014）は，ステイ
クホルダー ･ マッピング，統合，学習，戦略的
コミュニケーション，組織の育成，マインドセ
ットの養成の重要性を説いている。ステイクホ
ルダーとの積極的な関係構築は，企業にとって

表 3　ステイクホルダー ･エンゲージメント

方法
調査，対話：意見交換，アドバイス，意思決定プロセスへの参加（取締
役会・CSR 委員会・ステイクホルダー委員会）

意義
信頼関係の構築，取引コストの削減，イノベーションへのヒント，SH の
期待を知る，評判の向上，license to operate（正統性）の獲得

課題
SH の選定法，企業と SH ならびに SH 間の力関係，民主的プロセスの担保，
SH の専門的な能力の不足

　（出所） Henriques（2010），Spitzeck and Hansen（2010），Spitzeck, Hansen and Grayson （2011），
Lawrence and Weber（2014），谷本（2013）など参照。
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　（出所）Spitzeck and Hansen（2010），p. 384 より。

図 1　ステイクホルダー ･ガバナンスの位置づけ
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価値の源泉につながる（Lawrence and Weber, 
2014）。CSR への取り組みが積極的な企業はス
テイクホルダー志向だという研究もみられる

（Ricart et al, 2005）。
　また同時に CSO などステイクホルダー ･ サ
イドにも課題があり，とくに企業経営の専門的
な知識不足，エンゲージメントの経験不足など
を克服していくことが求められている。
　次に，より広いレベルでさまざまなステイク
ホルダーが協働し，一組織では対応仕切れない
経済・環境・社会の諸課題に取り組む関係性に
ついて。そこでは企業も一ステイクホルダーと
してローカル／グローバル ･ コミュニティにお
ける諸課題の解決にビジネスとして取り組んだ
り，そのシステムのガバナンスに共に取り組む
ようになってきている。そこでマルチ ･ ステイ
クホルダーによる新しいグローバル ･ ガバナン
スのあり方についてみていこう。

４．グローバル ･ガバナンスの変化と企
業の位置づけ

　グローバルに展開する多国籍企業は，既存の
境界線（地理的，政治的，社会的）を超えて，意
図的にも非意図的にも社会や環境に影響を与え
るようになっている。多国籍企業がもつパワー
やその活動領域の広がりは，一国政府が規制す
る力・規制できる領域を超えている。地球環境
問題や途上国における労働 ･ 人権問題などは，
今や一国政府のルールだけでは規制しきれな
い。持続可能な発展にかかわるさまざまな問題
への対応は，これまでとは異なり包括的で協働
的な新しい枠組みが求められている（谷本，
2013）。そこで重要なことは，マルチ ･ ステイ
クホルダーによる協働関係であり，その統治の
あり方（グローバル ･ ガバナンス）である。
　グローバル ･ ガバナンスとは，一組織だけで
は解決が困難な共通の課題に対し，政府のみな
らず多様なステイクホルダーが協力して取り組
むフォーマル／インフォーマルな枠組みの統治

のあり方を指す。多様なステイクホルダーが協
働し，既存の境界線を超える経済 ･ 環境 ･ 社会
の課題の解決に取り組むマルチ ･ ステイクホル
ダー ･ イニシアティブ（MSI）は，関係するス
テイクホルダーとともに，企業／産業界も自発
的に一ステイクホルダーとして関与し，initia-
tor あるいは leader としてその役割・責任を果
たすことが期待される。
　具体的には，2000 年前後から企業，政府，
国際機関，NGO，大学・研究機関などが協働
しながら新しいプラットフォームをつくりさま
ざまな課題に取り組んでいる（global public pol-
icy partnership）。例えば，① ESG に関するグ
ローバルな企業行動規範やガイドラインの作成

（UN Global Compact, GRI, FSC, ISO26000 等），②
UN 関係機関や EU におけるサスティナビリテ
ィに関するビジョンやその政策の策定・実施，
③個別課題の解決に関係するステイクホルダー
の協働（例えば児童労働撲滅のセクターを超えた
取り組み）など，新しいイニシアティブが数多
く見られる。そこでは企業も一ステイクホルダ
ーとしてその決定・実施のプロセスにかかわり，
その役割と責任を果たしていくことが求められ
る。同時にそのシステムのガバナンスにも共に
かかわることになる。そしてここで決まったル
ールや基準は責任をもって受け入れ，実施にあ
たっても関係するステイクホルダーとの対話が
求められる。このようなマルチ ･ ステイクホル
ダー ･ プロセスでは，既存の民主主義とは異な
る統治のあり方，正統性が求められる。関係す
る主体による討議を通して合意するオープンで
インクルーシブなコミュニケーションがベース
となり，透明性とアカウンタビリティが求めら
れる（Hemmati, 2002）。既存の政府／国際機関
とは異なる MSI のガバナンスのポイントを表
4 のようにまとめておこう。
　これまで経済，環境，社会における諸課題へ
の取り組みについては，政府による規制か企業
の自主的取り組みかの二分法で議論されてき
た。マルチ ･ ステイクホルダー ･ プロセスによ
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る新しい関係モデルは，この二分法を超えた動
きとして理解できる。つまりそれは，関係する
多様なステイクホルダーがインターミディアリ
ーレベルで公共政策やルールを共につくってい
くプロセスである。各主体は自発的に協働し，
ともに一つのプラットフォームをつくり，そこ
で決まったルール（規範・基準）をそれぞれが
自主的に順守していく。それはまさに Ostrom

（1990）が主張する自己組織的で自己統治的な協
働行動（self-organizing and self-governing forms 
of collective action）であると言える。マルチ ･
ステイクホルダー ･ プロセスに関与すること
で，企業には次の点が期待される。グローバル
規範や基準は企業に soft law として機能し，経
営活動のあり方を規定する。外部のステイクホ
ルダーからのモニターを受け，その期待・信頼
を得ることを通して企業はその正統性（license 
to operate）を獲得することになる。2000 年代
半ば頃までは企業の自発性に限界を指摘する論
考が多かったが（Cerny, 1999；Graz and Nölke, 
2008），その後参加企業が増えるにつれ，実質
的な影響力も高まってきたと言える。

5．日本企業の現状と課題

　日本企業の現状を概観しておこう。2000 年
代半ば頃から CSR ブームとなったが，この議
論を通して日本でも企業と社会の関係性につい
て考えるようになってきたと言える。この 10
年余りの間，グローバルな展開を受けて，CSR
に対する理解と誤解が混在しながら，多くの企
業 に よ る 制 度 的 対 応 は 急 速 に 広 ま っ た

（Tanimoto, 2012；谷本，2013）。当初 CSR 経営の
経済的メリットが見えにくい中，社内外で受け
入れやすいロジックが求められ，CSR とは主
にフィランソロピーである，コンプライアンス
である，経済性と社会性のバランスである，ま
た CSV であるという捉え方も見られた。
　

Porter and Kramer（2011）の言う Creat-
ing Shared Value（CSV）論は，Porter の
旧来の戦略論と CSR の議論を接合したも
ので多くの支持者を得ている反面，理論的
にはいくつも根本的な問題点を抱えてい
る。例えば，①すでに同類の議論があるの
に全く踏えられていない，② CSR が求め

表 4　グローバル ･ステイクホルダー ･イニシアティブのポイント

1
関係する SH が共通の目標の実現に向かって政策決定・実施するプロセス
・政府，国際機関，産業界，労働組合，NGO，市民運動，学界，メディア等
・ローカル／ナショナル／リージョナル／グローバル・レベル

2
MSI は政府や SH の意思決定に情報を提供すると同時に，政策決定・実施にお
いて各 SH は自身の役割を理解し，関与する

3
各 SH はサスティナビリティについて議論・理解し，社会的・環境的課題にどう
かかわり，コミットしていくかを考える（企業もその一員）

4
政府もこの枠組みの中で，さまざまな主体が何を考えているかを知り，議論し，
自らの果たすべき役割を再考する（またこの議論の場を支援する）

5

新しいガバナンス ･ スタイル：従来の民主主義とは異なる統治・正統性　
・正統性→関係する主体（決定に影響を受ける主体）の参画－討議－合意
・SH の選定法，SH 間の力関係―支援，民主的プロセスの担保
・ オープンなコミュニケーション：マルチ SH によるオープンでインクルーシブ

な協議，透明性とアカウンタビリティの確保

　（出所） Commission Global Governance （1995）; Hemmati （2002）； Vallejo and Hauselmann 
（2004）； Benner, Reinichke and Witte （2004）; Koenig-Archibugi （2004）; Warner （2006）; 
Mena and Palazzo （2012）; 谷本 （2013）など参照。
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られるようになった背景や基本的課題が捉
えられていない，③企業とステイクホルダ
ーの関係は常に win-win になるわけでは
ない，④企業観の変化が捉えられていない，
など（谷本，2013；Crane, et al., 2014）。

　当初多くの企業は CSR に対応することに躊
躇があり，とくに日本では政府の規制はなく，
市民社会組織 NGO も弱く，CSR への共通理解
がなかなか見られないまま，形式的な取り組み
が進んだ。日本企業の横並び体質も相まって，
2000 年代後半，制度の模倣による同型化（mi-
metic isomorphism）が急速に広まった。また業
界によってもその対応に差が見られた（谷本，
2013）。
　新しく立ち上がった CSR 担当部署や CSR 関
連制度には，期待される役割と現実の機能との
間にギャップが存在しているケースが少なくな
い（谷本，2014；Tanimoto, 2016）。部署横断的な
業務を担う CSR 部は，適切な役割や権限が与
えられなければ組織の中で機能しない。また
CSR とコーポレート ･ ガバナンスとは別々に
議論されてきたが，近年会社の持続的な成長と
中長期的な企業価値創出の視点から，取締役会
の多様性が意識されたり，グローバルな動向を
受けた「コーポレート ･ ガバナンス ･ コード」

（東証 2015 年公表）において株主以外のステイ
クホルダーとの適切な協働を謳い，少しずつ議
論が広がっている。
　もっとも形式的な取り組みが多く，多くの企
業において経営上の課題がいくつもみられる。
とくに，① CSR の諸課題（ESG）が経営理念，
経営計画，戦略に組み込まれ，経営基盤や事業
活動の強化につながっているか，②財務情報と
同時に非財務情報がモニターされているか，③
CSR 報告書は CSR マネジメントに基づいてい
るか，④「本業を通した貢献」，「CSV」に誤解
はないか，⑤ステイクホルダーとのエンゲージ
メントがなされているか （なぜ，何を，誰と），
⑥新しいグローバル ･ ガバナンスの枠組みに積

極的にコミットし貢献しているか。
　次に，各企業は事業活動に伴うネガティブ ･
インパクトを最小化することにとどまらず，持
続可能な発展にかかわる諸課題（Sustainable 
Development Goals：SDGs）の解決にビジネス
として積極的に取り組んで行くことが求められ
ている。

SDGs は 2015 年国連で採択された 17 の目
標。貧困の解消，ジェンダーの平等，持続
可能な消費 ･ 生産，気象変動との闘いなど
の課題の解決に，政府，国際機関，NGO，
企業，大学等が協力して取り組んでいくこ
とを目指す（SDG Compass, 2015 など）。

　それはフィランソロピー活動のみならず，本
業のコアコンピタンスを活用した戦略的な事業
活動，また雇用を通した取り組みが重視される
ようになっている。社会的ミッションとビジネ
スをつなげるにはイノベーションが必要であ
る。ソーシャル ･ イノベーションとは，新技術
や生産プロセスのみならず，新しいビジネスの
仕組みやマーケティング手法などを含め持続可
能な発展に貢献し社会的 ･ 経済的成果を生み出
すことを指している（Tanimoto, 2012；谷本他，
2013）。企業がその技術，ネットワーク，資金
などコアの資源を戦略的に活用し取り組むこと
で，経済的・社会的インパクトを生み，市場で
の scale up が期待される。図 2 は，企業が取
り組むソーシャル ･ イノベーションの位置づけ
を示している。
　ここではイノベーションを生み出す新しいビ
ジネス ･ モデルが求められる。ソーシャル ･ イ
ノベーションは，ステイクホルダーとのオープ
ンで協働的な関係の中で生み出される（Hart 
and Christensen, 2002；Hart and Sharma, 2004；
London and Hart, 2004；谷本他，2013）。関連する
ステイクホルダーとのコミュニケーションを通
して新しい社会的課題を知り，資源や支持を獲
得し，アイディアを形にし，イノベーションを
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生み出し，事業化し，広げていくことが期待さ
れる（図 3 参照）。
　日本でもここ数年，社会的課題の解決に本業
で取り組むことをソーシャル ･ イノベーション
として意識する企業は増えてきている。もっと
もステイクホルダーとのエンゲージメント，協
働から新しい取り組みを生み出しているケース
はまだ少ないと言える。

補足：日本の経営学（者）の内省
　今回の統一論題「日本の経営学 90 年の内省
と構想」について，趣旨文にはこれまでの日本
経営学会 90 年の過去を回顧し，100 周年を展
望しうる新しい経営学を目指すと記されてい
る。具体的なテーマとして戦略，組織，ガバナ
ンスの問題が社会との関係から取り上げられた
が，本稿最後に学会や研究者の課題について少
しだけ触れておきたい。

　経営学会の改革については，学会活性化委員
会から 2015 年に報告がなされ，学会の国際化
についても中長期的な改革案が示されている。
今後より具体的な実行プランが期待される。た
だその前に求められることは，個々の研究者自
身の国際化の問題である。日本の経営学（者）
の国際化も近年進んできたが，まだ多くの課題
があると言えよう。重要なことは，個々の研究
者がもっと国際的なアカデミック ･ コミュニテ
ィやネットワークと積極的なつながり，コミッ
トしていくことである。すなわち国内のコミュ
ニティにとどまるのではなく，Journal に論文
を投稿する，さらにその reviewer，editorial 
member や board member，学会 ･ 会議の com-
mittee member などとして貢献することなど
が期待される。また国際研究グループに参画し
たり，客員教授として授業を担当したり，実質
的な交流を深めていくことが重要である。それ
は大学の国際化においても基本的な部分であろ
う。
　また研究者に期待される役割についても触れ
ておきたい。役に立つ学問，実学ということに
対して誤解がないだろうか。それは単に企業や
政府において何らかの役割を担うだけでも，現
状解説を行うだけでもない。基本的にはそれぞ
れの分野における現場を踏まえた研究から，理
論的にも実務的にもインプリケーションを引き
出し，フィードバックしていくことが求められ
る。政府・実務界との距離の取り方にも気をつ
けなければならない。研究者は，学界と現場の
bridge となることが期待される。その意味合
いから啓蒙書を出版することも大事ではある
が，専らそれを目的あるいは目標とし国内のメ
ディア・論壇にのみフォーカスするのではなく，
グローバルな視点から研究に取り組み，広く国
際的な議論に貢献していくことが重要である。
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